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はじめに 

 

職場のメンタルヘルス対策において、「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」（２０

００年８月９日労働省発表）で示されているように、労働者自身による「セルフケア」、管理監督者に

よる「ラインによるケア」、産業医・労働衛生管理者などによる「事業場内産業保健スタッフによるケ

ア」と共に、事業場外の専門家による「事業場外資源によるケア」も重要であるが、現在のところ必ず

しも「事業場外資源との連携」や「事業場外資源が産業メンタルヘルスに果たす機能」は明確にされて

いない。 

よって、これらの実態を明らかにすることは、職場のメンタルヘルス対策の推進において極めて有用

であると考えて、各事業場外資源（専門医療機関、都道府県精神保健センター、カウンセリング機関、

外部ＥＡＰ機関、産業保健推進センター）における職場のメンタルヘルス対策への取り組みの実態を調

査した。 

本研究により明らかになった調査結果は、事業場内メンタルヘルス活動と事業場外資源の一層の連携

強化に資することが出来るものと考えられる。 
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目的 

 

本研究では、特に事業場内・外のメンタルヘルス活動の連携について、事業場外資源がもつ問題点を

明らかにして、メンタルヘルス活動全体が有機的に連携強化し一層活性化する事を目的としている。 

この目的の為に、群馬産業保健推進センター、沖縄産業保健推進センター、兵庫産業保健推進センタ

ーの３センターの共同調査研究として、各事業場外資源（専門医療機関、都道府県精神保健センター、

カウンセリング機関、外部ＥＡＰ機関、産業保健推進センター）における職場のメンタルヘルス対策へ

の取り組み状況や各事業場外資源が職場メンタルヘルスに取り組む動機付けの問題などについて調査

した。特に、事業場外資源側の実情（報酬や関与するに至る経緯・動機など、従来はともすると卑近な

事として敢えて触れられることの少なかった問題も含めて）を明らかにすることで、事業場外資源の利

用促進を図ることを心掛けた。 

 

 

対象と方法 

 

１． 調査票の作成 

 

 各事業場外資源における職場のメンタルヘルス対策への取り組み状況や各事業場外資源のメンタル

ヘルス専門職が職場メンタルヘルスに取り組む動機付けの問題などについて調査することを目的に調

査票を作成した。上記の対象者の内訳にもみられるように、事業場外資源のメンタルヘルス専門職の多

くが精神科医師である事が調査前から予想された為に、調査票の質問内容がやや医師向けになった。 

 

２． 調査票の配布と回収 

 

 対象者は各事業場外資源（専門医療機関、都道府県精神保健センター、カウンセリング機関、外部Ｅ

ＡＰ機関、産業保健推進センターなど）に従事するメンタルヘルス専門職とした。群馬県・兵庫県・沖

縄県の各産業保健推進センターから各々の地域の対象者に調査票を配布して合計 116名から回答を得た

が、その内の約 80％に当たる 92名が兵庫産業保健推進センターで得られた回答であった【表１】。 

 

表１ 産業保健推進センター別回答者数 

群馬県 7 

兵庫県 92 

沖縄県 17 

記入なし 2 

合計 116 

 



 3 

兵庫産業保健推進センターでは社団法人大阪精神科診療所協会、兵庫県精神神経科診療所協会、産業

精神衛生研究会（関西メンタルヘルス研究会）、大阪大学精神科産業医学懇談会などの関係組織・団体

を通じて協力を依頼した上で各組織・団体の所属会員に直接郵送にて調査票を送付した。回答者には必

要事項を記載した上で郵便にて返送して頂き回収した。 

 

３． 回答者の内訳 

 

回答者の男女比は男性が 83.6％（97名）と多数を占めた【表２】。 

 

表２ 回答者性別 

男性 97 

女性 19 

記入なし 2 

合計 116 

 

回答者の年齢は 50歳代が 37.1％（43名）と最も多く、60歳代（24.1％；28 名）・40歳代（18.1％；

21 名）がそれに続いた、つまり 40 歳以上の者が 93.1％（108 名）と殆どであり、かなりの臨床経験が

必要なことを意味していると思われた【表３】。 

 

表３ 回答者年齢 

20歳代 3 

30歳代 5 

40歳代 21 

50歳代 43 

60歳代 28 

70歳代 15 

80歳代以上 1 

合計 116 

 

また、回答者の職種は精神科医師と産業医の重複回答があるものの、精神科医師が 81 名（60.9％）

と最多を占めていた【表４】。 

 

表４ 回答者職種 

精神科医 81 

産業医 30 

その他 22 
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記入なし 2 

合計 133 

注）精神科医であり産業医であるものが複数いた。 

 

 

結果 

 

１． 関わった事業場の内訳 

 

 各メンタルヘルス担当者が関わった事業場数は１ヶ所であることが最も多く 39.2％（47名）であり、

次いで０ヶ所（全く事業場内のメンタルヘルスに関与していない）が 26.7％（32 名）であった。その

他は、２ヶ所と９ヶ所が共に 8.3％（10 名）ずつで 3 位であり、４ヶ所が 7.5％（9 名）であった。ま

た、10 箇所や 11 箇所など多数の事業場と関わっているメンタルヘルス担当者が各 1 名ずつみられた。

つまり、２ヶ所以上に関与している者は 34.2％（41名）であった【表５】。 

 

表５ 関わる事業場数 

事業所数 人 

0 32 

1 47 

2 10 

3 9 

4 4 

5 1 

6 1 

7 3 

8 1 

9 10 

10 1 

11 1 

合計 120 

 

 事業場の業種は、製造業が 20％（28 事業場）と最も多く、次いで公務が 19%（27 事業場）であり、

教育・サービス業が 16.4％（23事業場）、運輸・通信業が 13.6％（19事業場）と続いた。その一方で、

いわゆる「第 1次産業」である農業・林業・漁業・水産業は皆無であった【表６】。 

 

表６ 事業場業種 
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農業 0 

林業 0 

漁業・水産業 0 

鉱業 1 

建設業 8 

製造業 28 

電気・ガス・水道業 7 

運輸・通信業 19 

卸・小売業 6 

金融・保険業 6 

不動産業 1 

教育・サービス業 23 

公務 27 

その他 14 

記入なし 11 

合計 140 

 

 また、従業員数による事業場規模は 5,000人以上が 22.5％（27事業場）と最も多かったものの、100

～299人が 16.7％（20事業場）であり、1000～2999人が 15％（18事業場）、50～99人が 14.2％（17事

業場）、500～999人が 12.5％（15事業場）などと小規模から大規模まで分布し、事業場規模は顕著な偏

りを認めなかった【表７】。 

 

表７ 事業場規模(従業員数) 

1～49人 9 

50～99人 17 

100～299人 20 

300～499人 8 

500～999人 15 

1000～2999人 18 

3000～4999人 6 

5000人以上 27 

記入なし 17 

合計 120 

 

 



 6 

２． 事業場との関わりの様態 

 

 関わりを持った経緯で最も多いのは、事業主や人事労務担当職員など事業場関係者からの直接依頼に

基づくものであり 37.5％（45名）であった。「その他」の内容の詳細は不明であるが 24.2％(29名)と 2

位を占めた。先輩・同僚からの依頼が 17.5％（21名）、産業医からの依頼が 14.2％（17名）であった。

大学・医局の指示は 6.7％（8名）と以外に少なかった【表８】。 

 

表８ 関わりを持った経緯 

大学・医局の指示 8 

先輩・同僚の依頼 21 

産業医の依頼 17 

企業主・人事担当職員の依頼 45 

その他 29 

記入なし 13 

合計 120 

 

 関わりの状態・場所は、企業内の一室で相談のみが最も多く 35.4％(34 名)であった。また、企業内

の診療所での診療が 24.0％（23名）、企業内の特別な場で診療が 9.4％（9名）であった。その一方で、

事業場内のメンタルヘルス不全状態の者を、自らの診療所などで診療・相談している事業場外資源のメ

ンタルヘルス担当者は皆無であったが、その他とした 20 名の中にかなり含まれると推定する【表９】。 

 

表９ 関わりの状態・場所 

常勤としての勤務の病院の内部職員 10 

企業内の診療所で診療 23 

企業内の特別な場で診療 9 

企業内の一室で相談のみ 34 

企業と契約して、先生が診療している診療所 0 

その他 20 

記入なし 13 

合計 96 

 

 一つの事業場に関わった期間は、2～5 年というのが 38.8％（47 事業場）と多い反面、6～9 年と 10

～19年と比較的長期に亘るものが共に 18.2％（22事業場）であり、さらに長期の 20年以上が 9.1％（11

事業場）もあり、6年間以上関わっている者が 45.5％（55事業場）を占めた。これに比較して短期の０

～1年は 15.7％（19事業場）と少なかった【表１０】。 
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表１０ 関わりの期間 

0～1年 19 

2～5年 47 

6～9年 22 

10～19年 22 

20年以上 11 

記入なし 11 

合計 121 

 

 関わりの回数つまり相談・診療の頻度は、月に 1～2回が 35.2％（45名）と最も多く、次いで嘱託医

または顧問医として不定期に随時というのが 13.3％（17 名）、毎週 1 回が 10.9％（14 名）、年に 1～2

回が 8.6％（11 名）などであった。常勤として（完全な事業場外資源といえるか疑問が残る）が 7.8％

（10名）と予想外に多かった【表１１】。 

 

表１１ 関わりの回数（半日を１単位として） 

年に 1～2単位 11 

月に 1～2単位 45 

月に 3～4単位 6 

毎週 1単位 14 

毎週 1単位以上 5 

常勤として 10 

嘱託医ないし顧問として随時 17 

その他 20 

記入なし 11 

合計 128 

 

 関わったクライアント(相談者)または患者数は、１ヶ月当たり 2～９人が 54.6％（59名）と過半数を

占め、次いで１ヶ月に 10～49人が 25.9％（28名）、0～1人と極めて少ないのが 12.0％（13名）と続い

たが、100名以上が 4.6％（5名）もあり注目された【表１２】。 

 

表１２ 関わった月間人数 

0～1名 13 

2～9名 59 

10～49名 28 

50～99名 3 
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100～199名 3 

200名以上 2 

記入なし 14 

合計 108 

 

 

３． 産業医（精神科または心療内科ではない）にとっての対応困難例 

 

 産業医では対応困難であり精神科専門医であるために対応可能であった疾患としては、「うつ病」が

最も多く 23.9％（63件）であり、次いで｢統合失調症（いわゆる精神分裂病）｣が 19.7％（53件）を占

めていた。3位は正式疾患名とは言い難いが「職場不適応症」であり 17.0％（45件）であった。さらに、

「神経症」と「躁病」が共に 12.5％（33 件）で 4 位を占め、｢心身症｣が 8.7％（23 件）であった【表

１３】。 

 

表１３ 産業医では対応困難で、精神科専門医である為に対応できたと思われた疾患 

心身症 23 

神経症 33 

職場不適応症 45 

うつ病 63 

躁病 33 

統合失調症（いわゆる精神分裂病） 52 

その他 15 

記入なし 38 

合計 264 

 

 産業医では対応困難と思われた具体的事例では、｢躁うつ病者の対応と復職判定｣で事例困難度（対応

困難／対応困難＋対応可能）が最も高く 67.8％であった。次いで、「統合失調症者の早期発見と復職」

が 60.2％、「精神科専門医に受診させたいが、しない者」が 55.7％、「バブル期に採用され中堅職にあ

るが、頻回長期欠勤を繰り返す職場不適応者」が 53.5％と続いた【表１４】。 

 

表１４ 産業医では対応困難と思われた具体的事例 

  ある ない 事例困難度（対応困難／対応困難＋対応可能）％ 

バブル期に採用され中堅職にあるが、

頻回長期欠勤を繰り返す職場不適応者 46 40 

 

53.5 

休務はしないが職務能力が極めて低い

（同僚の 1～4割）もの 40 45 

 

47.1 
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新入社員で職場組織になじめないトラ

ブルメーカー 36 48 

 

42.9 

精神科専門医に受診させたいが、しな

い者 39 31 

 

55.7 

躁うつ病者の対応と復職判定 61 29 67.8 

統合失調症者の早期発見と復職 53 35 60.2 

その他 7 0 － 

 

 

４． メンタルヘルス担当者の報酬・謝金など 

 

 相談・診療に関して半日当たりの報酬に関する質問では、無回答が最も多く 36.2％（47 件）であっ

た。金額を示した場合で最も多かったのは 1～2.9万円で 26.2％（34件）であった。次いで、3～4.9万

円が 20％（26件）、5～6.9万円が 10.8％（14件）、7～9.9万円が 2.3％（3件）であり、10万円以上も

4.6％（6件）あった。なお、報酬 2.9万円以下が多かったが、診療・相談時間と件数、事業場の規模・

業種（公務は民間企業の１／２～１／３が通例）と関連すると考えられた。一般事業場内で専門産業医

として復職判定を含む診療をする場合、４７件の無回答を除くと、3万円以上が 59.0％（49件）と過半

数を占め、妥当な金額と思えた【表１５】。 

 

表１５ 相談・診療１単位(半日)当たりの事業所からの報酬 

1～2.9万円 34 

3～4.9万円 26 

5～6.9万円 14 

7～9.9万円 3 

10万円以上 6 

無回答 47 

合計 130 

 

 研修講演（約 2 時間）などの謝金に関しても無回答が多く 35.5％（50 件）であった。相談・診療報

酬と同様に、金額を示した場合で最も多かったのは 1～2.9 万円で 19.9％（28 件）であった。次いで、

3～4.9万円が 16.3％（23 件）、5～6.9万円が 10.6％（15件）、7～9.9 万円が 13.5％（19件）であり、

10 万円以上も 4.3％（6件）あり、無回答を除く 91 件中 3 万円以上が 69.2％（63件）あり、妥当と思

われた【表１６】。 

 

表１６ 研修講演(約２時間)の謝金 

1～2.9万円 28 
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3～4.9万円 23 

5～6.9万円 15 

7～9.9万円 19 

10万円以上 6 

無回答 50 

合計 141 

 

 無給で間接的に関与している事業場からの中元・歳暮については、54.3％（70件）で贈られる事なく

全くの無償で相談に乗っている事がわかる。次いで、26.4％（34 件）で無回答であった。1～2 社から

贈与を受けているのが 10.9％（14件）、3～4社が 7.8％（10件）、5～9社は皆無で、10社以上が 0.8％

（1件）であった【表１７】。 

 

表１７ 間接的に無給で関与している事業所からの中元・歳暮の有無 

0社 70 

1～2社 14 

3～4社 10 

5～9社 0 

10社以上 1 

無回答 34 

合計 129 

 

 

５． 関与している事業場のメンタルヘルスへの取り組みについて 

 

 事業場外メンタルヘルス担当者の視点で、事業場内でメンタルヘルスの役立つ職種というのは(挙げ

られた絶対数でみると)、「特に有用」としては人事労務管理スタッフ（25 件）、産業医（23 件）、保健

師（20 件）、看護師（17 件）、衛生管理者（10 件）、心理相談員（9 件）、臨床心理士（8 件）、産業カウ

ンセラー（7件）の順であった。 

また、「特に有用＋有用」でみても同様の傾向で、人事労務管理スタッフ（67 件）、産業医（61 件）、

保健師（50 件）、看護師（49 件）、衛生管理者（49 件）、臨床心理士（24 件）、心理相談員（21 件）、産

業カウンセラー（21件）の順であった。 

一方、「無用」であるとされたのは(挙げられた絶対数でみると)、衛生管理者（17件）、産業医（9件）、

人事労務管理スタッフ（8件）、看護師（7件）、心理相談員（7件）、保健師（6件）、臨床心理士（4件）、

産業カウンセラー（3件）の順であった。 

以上をまとめると、有用度％（特に有用＋有用／特に有用＋有用＋無用）は、人事労務管理スタッフ

（89.3％）、保健師（89.2％）看護師（87.5％）、産業カウンセラー（87.5％）、産業医（87.1％）、臨床



 11 

心理士（85.7％）、心理相談員（75％）、衛生管理者（74.2％）の順であった【表１８】。 

 

表１８ 関与している事業所で、メンタルヘルス面で役立つ社員の職種は？ 

 

特に有用

(A) 

有用

(B) 

 

(A)＋(B) 

無用

(C) 

(A)＋(B) 

(A)＋(B)＋(C) 

該当職種が

いない 

産業医 23 38 61 9 87.1％ 9 

衛生管理者 10 39 49 17 74.2％ 16 

保健師 20 30 50 6 89.2％ 27 

看護師 17 32 49 7 87.5％ 22 

心理相談員 9 12 21 7 75.0％ 43 

産業カウンセラー 7 14 21 3 87.5％ 0 

臨床心理士 8 16 24 4 85.7％ 43 

人事労務管理スタッフ 25 42 67 8 89.3％ 3 

その他 1 3 4 0 － 0 

 

 

６． 関与している事業場が事業場外資源と定期契約しているか、またその有用性は 

 

 電話相談・メール相談・面接相談などを実施している外部相談機関やＥＡＰなどと定期契約(年間契

約など)をしている事業場は 31.4％（27 件）であり、契約していない事業場の 62.8％（54 件）の約半

数である。また、5.8％（5件）の事業場が今後契約したいと考えているようである【表１９】。 

 

表１９ 関与している事業場が事業場外資源（外部相談機関やＥＡＰなど）と定期契約しているか 

している 27 

今後したい 5 

していない 54 

合計 86 

 

 契約している場合の有用性であるが、｢非常に有効｣が 11 件、｢有効｣が 16 件、これに反して｢あまり

有効でない｣が 6 件、｢無用｣が 3 件であった。絶対数が少ないが、その有用度％を（特に有用＋有用／

特に有用＋有用＋あまり有効でない＋無用）でみると 75％となり、かなり有用性は高いといえる【表２

０】。 

 

表２０ もし、契約されている場合、その有効度は？ 

非常に有効 11 

かなり有効 16 
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あまり有効でない 6 

無用 3 

記入なし 72 

合計 108 

 

 

７.事業場外メンタルヘルス担当者が事業場に関与する際に希望すること・出来ること 

 

 過半数以上（56.6％；56名）の担当者（主として精神科医師）が事業場に関与することを希望してい

る【表２１】。 

 

表２１ 今後、企業の嘱託医などとして、先生が新たに企業の専門医として関与されるのは？ 

望む 56 

望まない 43 

合計 99 

 

 その際に関われる頻度は、1単位を半日として月に 1～2単位が最も多く（32件）、次いで嘱託医とし

て必要に応じて自らの診療所・病院などでの相談・診療を行う（事業場には出向かない）とするものが

多く（12件）、年に 6単位（2ヶ月に 1単位）が 6件、月に 3～4単位が 5件で続いている【表２２】。 

 

表２２ 先生が望まれる場合、関わり得る回数は？（半日を１単位として） 

年に 1～2単位 1 

年に 6単位 6 

月に 1～2単位 32 

月に 3～4単位 5 

月に 5単位以上 1 

企業に行かないが「嘱託医」として、診療所で対応する 12 

その他 12 

記入なし 65 

合計 134 

 

 また、事業場向けの研修講演についても、希望する担当者（73 件）が希望しない担当者（41 件）の

約 1.8倍であった【表２３】。 

 

表２３ 先生が企業で管理者等に研修・講演するのは？ 
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望む 73 

望まない 41 

記入なし 15 

合計 129 

 

 研修講演できる頻度は、年に 1～2回が最も多く（50名）、次いで月に 1～2回（29名）、年に 6回（11

名）が続いた【表２４】。 

 

表２４ 研修・講演できる回数は？ 

年に 1～2回 50 

年に 6回 11 

月に 1～2回 29 

記入なし 38 

合計 128 

 

 

考察 

 

先ず、今回の回答者の背景の特性について考察すると、その約 80％が兵庫産業保健推進センターで得

られた回答であった。兵庫産業保健推進センターで対象となった事業場外のメンタルヘルス専門家は大

阪・神戸の都市部で精神科臨床業務に当たっている精神科医師が多く、その地域特性から、他の地域に

比べて積極的に産業保健に興味関心を持っており、事業場に既に関与している者が多い点を指摘するこ

とができる。また、男性が 83.6％と多く、年齢は 50～60歳代が 61.2％を占め、職種は精神科医師が 60.9％

と最多を占めていた。このように、都市部の中高年の男性精神科医師が多いという回答者の特性を、結

果を考察する際に充分に考慮に入れておく必要がある。 

関与する事業場の数としては、1ヶ所のみである事が最も多く（39.2％）、それに次いで、全く関与し

ていない場合も多くみられた（26.7％）。これは、事業場外資源として活用できる人的余裕がまだ豊富

にあること、或いは、まだ現在のところ充分に事業場外資源が活用されていないことを示している。 

事業場の業種としては、第 2 次産業の製造業が単独では最も多く（20％）、それに次いで第 3 次産業

に属する公務（19％）教育・サービス（16.4％）運輸・通信業（13.6％）と続いた。しかし、第 1次産

業に属する農業・林業・漁業・水産業は皆無であった。第 2次産業の製造業が 1位になったのは、歴史

的に第 2次産業が従業員の安全衛生に対して関心を寄せて対策を講じていたのに対して、第 3次産業で

は近年になって職場メンタルヘルスの問題が顕在化するまでは、職場や従業員の安全衛生に対する意識

が乏しかったことに由来するのかも知れない。しかし、近年（特にバブル経済崩壊以後）の自殺数の増

加にみられるような、職場メンタルへルスの問題の顕在化以後、第 3次産業においても職場や従業員の

安全衛生に対する意識が大幅に変化しており、それらの意識の高まりが、2 位から 4 位まで業種は異な
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るものの第 3次産業が占めるに至った経緯ではないかと推察される。その一方で、第 1次産業に対して

の関わりが皆無であるのは、個人経営の家族的小規模事業所が多く産業医や精神科医師と接点を持ちに

くい事と、自然環境の中での生活様式が心身ともに好影響を与えている可能性も考えられる。 

事業場外のメンタルヘルス担当者が関与した事業所の規模に関しては特に著しい偏りはなく、小規模

事業所から大企業まで分布していた。これは、メンタルヘルスの問題が事業場の規模に関係なく、遍く

種々の職場で起こり得る事であり、特に（第 1次産業を除いた）都市生活では殆んど必発である事に由

来すると考えられる。 

事業に関与することになった経緯で一番多かったのは事業場関係者からの直接依頼によるものであ

った（37.5％）。この結果から、事業場において何らかのメンタルヘルス上の問題が生じた場合、事業

場関係者はなんら臆することなく直接に事業場外の専門家に依頼を出せば、それに対して事業場外の専

門家が比較的容易に相談に応じているという事が伺われる。 

関わる際の状態・場所は、企業内の一室で相談 35.4％、企業内の診療所での診療 24.0％、企業内の

特別な場で診療 9.4％などの事業場内での活動を合わせると約 70％であった。反対に、自らの診療所な

どで診療・相談している回答者は皆無であった。このことは、本調査の回答者は、事業場外資源のメン

タルヘルス担当者でありながら、事業場内を活動の場としている事が多いといえる。これは、精神科医

師が積極的に産業医のように事業所内に入り込んでいるのか、各事業所での活動を単なる兼業として行

っているのかは今回の調査では明らかにはならなかった。 

 一つの事業場への関与期間は比較的長く、2～5年というのが 38.8％と最多であり、6～9年と 10～19

年と比較的長期に亘るものが共に 18.2％であり、さらに長期の 20 年以上が 9.1％もあった。これに比

較して短期の０～1年は 15.7％と少なかった。さらに、相談・診療の頻度をみても月に 1～2回が 35.2％、

嘱託医または顧問医として不定期に随時というのが 13.3％、毎週 1回が 10.9％、常勤が 7.8％などであ

った。これらは、今回の調査に協力頂いた方々が既に各事業所と長期的で深い付き合いがあり、事業場

外資源というより嘱託医または顧問医というような存在である事が伺える。 

 精神科専門医なればこそ対応できた疾患としては、「うつ病」が最も多く 23.9％であり、｢統合失調症

（いわゆる精神分裂病）｣が 19.7％、「職場不適応症」が 17.0％を占めていた。これらの疾患は診断が

比較的容易であっても、治療薬物療法や社会的処遇の特殊性から精神科専門医でないと容易に対応でき

ない面を有している。同様に、産業医では対応困難と思われた具体的事例で、｢躁うつ病者の対応と復

職判定｣と「統合失調症者の早期発見と復職」が特に事例困難度が高く各々67.8％、60.2％であった。

これはその疾患自体が対応困難であると同時に、精神疾患では本人とその家族、管理者、人事担当者を

納得させるような的確な復職判定が困難であることに起因していると考えられる。 

 報酬等に関して率直な実態を明らかにしておくことは、事業場の担当者が事業場外資源を利用する際

に具体的な参考事項になり、より一層その利用を促すことになると思われる。しかし、回答者にはその

ような質問自体が極めて卑近なものに思われたのか、無回答が最も多かった(36.2％)。明らかになった

報酬をみると半日当り 1～2.9万円が最も多かったが（26.2％）、3万円以上が 59.0％（49件）と過半数

を占め、妥当な金額と思えた。また、研修講演（約 2時間）などの謝金に関しても無回答が多かったが

（35.5％）、金額的には相談・診療報酬と同様に 3万円以上が 69.2％（63件）であり妥当なものであっ
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た。さらに、（無給で間接的に関与している）事業場からの中元・歳暮についての回答をみる限り、多

数の医師が全くの無償で相談に乗っている事がわかる（54.3％）。 

事業場外メンタルヘルス担当者（特に精神科医師）の視点からみた事業場内でメンタルヘルスの役立

つ職種に関する質問で特徴的なのは、人事労務管理スタッフに高い評価がなされていることである。保

健師・看護師などの看護職にも比較的高い評価がなされているが、それ以上に人事労務管理スタッフに

対して高い有用度評価がなされている（89.3％）。多くの事業場で人事労務スタッフが熱心に従業員の

メンタルヘルスに対して努力している事が評価されたものといえる。これはまた、人事労務スタッフが

積極的にメンタルヘルス対策に取り組むことが、従業員の健康保持や福利厚生を目的とする以外に、事

業場内の活性化・生産性の向上をも目的とする事、あるいはメンタルヘルス不全に起因する自殺など事

業場のリスクマネジメント上の意義も理解されていることを示唆するものと考えられる。 

 電話相談・メール相談・面接相談などを実施している外部相談機関あるいはＥＡＰなどと定期契約(年

間契約など)をしている事業場はまだ多くはないが（31.4％）、その有用度％はかなり高いといえる

（75％）。 

 事業場に関与することについて、回答者の過半数以上（56.6％）が相談・診療に関わることを希望し

ている。また、希望している相談・診療頻度は、1単位を半日として月に 1～2単位が最も多い。次いで

多い希望は、事業場内を活動の場としている現在の実態とは異なるが、嘱託医として必要に応じて自ら

の診療所・病院などで相談・診療を行う（事業場には出向かない）ことである。また、事業場向けの研

修講演についても、希望する回答者が多かった。つまり、今回の調査に見る限り、事業場外のメンタル

ヘルス専門家(主として精神科医師)の多くが相談・診療活動や研修講演に積極的な意欲を示している事

がわかる。 

 

 

 

まとめ 

 

産業活動の盛んな大阪・神戸という関西都市部の中高年の男性精神科医師が多数を占める回答者であ

ったことを前提に以下のような調査結果を得た。 

 

1. 本調査で事業場外資源として活用できる人的余裕がまだ豊富にあるが、まだ現在のところ充分に事

業場外資源として活用されていないことがわかった。 

2. 事業に関与することになった経緯で一番多かったのは事業場関係者からの直接依頼によるもので

あった。つまり、事業場において何らかのメンタルヘルス上の問題が生じた場合、事業場関係者は

直接に事業場外専門家にメンタルヘルス対策を依頼すれば、事業場外の専門家は比較的容易に相談

に応じると考えられた。 

3. 事業場外専門家として精神科医を必要とした疾患は、「うつ病」｢統合失調症｣「職場不適応症」で

あった。これらの疾患に復職の問題が絡むと、さらに、事例としての対応困難度が高くなった。 
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4. 事業場外専門家が受ける報酬は、医師の通常の兼業に比して決して高額とはいえず、むしろ若干安

価なものであった。また、多数の医師が全くの無償で事業場の相談に乗っている事もわかった。 

5. 事業場外メンタルヘルス担当者からみて、事業場内でメンタルヘルスの役立つ職種として特筆すべ

きは、人事労務管理スタッフに高い評価がなされていることである。人事労務スタッフが積極的に

メンタルヘルス対策に取り組むことが、従業員の健康保持や福利厚生を目的とする他、事業場内の

活性化・生産性の向上、さらにメンタルヘルス不全に起因する自殺など事業場のリスクマネジメン

トのためにも意義を有する事が理解されていると考えられた。 

6. 電話相談・メール相談・面接相談などを実施している外部相談機関あるいはＥＡＰなどと定期契約

(年間契約など)をしている事業場はまだ多くはないが、その有用度はかなり高いといえた。 

7. 事業場外のメンタルヘルス専門家(主として精神科医師)の多くが相談・診療活動や研修講演に積極

的な意欲を示している事がわかった。 

8. 今後、事業場のメンタルヘルスに関心を持つ精神科医師の実情を多様な経営者団体や産業医会を介

して広報することで、事業場外資源（特に精神科医師）と事業場・産業医との連携をより深めるこ

とができると考えられた。 
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